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★職員配置

生活環境課長
桑原　一徳

地域担当主幹
渡辺　成人（再）

市民課長
大林　泰子

戸籍担当主幹
菊地　直子

◎戸籍・墓園・火葬場担当

脱炭素推進課長
辰下　知文

◎脱炭素・環境衛生担当

廃棄物管理課長
川副　透

◎管理担当
◎排出６ＲＳ担当
◎計画担当

島松支所 ◎総合窓口担当

恵み野出張所長
温井　雅雄

◎総合窓口担当
◎地域担当

★各課人員一覧

令和７年度　生活環境部組織図（４月１日現在）

◎住民記録担当
◎旅券・国民年金・住居表示担当
◎マイナンバー担当

◎市民生活担当
◎公共交通　駐輪・駐車場担当
◎空き家担当

生活環境部次長

狩野 志帆

ゼロカｰボン推進室長

山本 顕

島松支所長

大嶋 克幸

生活環境部長

茅野 寿也

区　分 部長職 次長職 課長職 主査職 スタッフ 会計年度 計 （うち再任用）

生活環境部 1 3 4

生活環境課 2 2 3 15 22 課長職1

市民課 1 4 6 24 35

脱炭素推進課 1 1 1 1 4

廃棄物管理課 1 3 6 2 12

島松支所 1 3 2 6 スタッフ1

恵み野出張所 1 1 2 3 7 スタッフ1

計 1 3 6 12 21 47 90 計6名
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事務分掌及び組織 

■生活環境部 

組織 事務分掌 

生活環境課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民及び団体からの生活環境に係る相談の受理及び連絡調整に関すること。  

法律相談に関すること。  

人権擁護に関すること。  

行政相談に関すること。  

市民及び団体からの提案、要望及び陳情の受理並びに連絡調整に関すること（政党か

らの要望を除く。）。  

パブリックコメント制度の推進に関すること。 

恵庭市防犯と交通安全の推進による安全で安心なまちづくり条例の推進に関するこ

と。  

交通安全対策の総合企画に関すること。  

交通安全対策に係る関係機関及び団体との連絡調整に関すること。  

交通安全施設の設置に関すること。  

交通安全関係団体の指導育成に関すること。  

交通事故防止のための指導及び教育に関すること。  

えにわサイクルパークに関すること。  

恵庭市自転車等駐車場に関すること。  

地域公共交通体系の総合企画に関すること。  

コミュニティバス及び乗合タクシーの運行に関すること。 

防犯灯の整備に関すること。  

防犯関係団体との連絡調整に関すること。  

防犯活動の推進に関すること。  

暴力追放に関すること。  

消費生活相談に関すること。  

消費者団体の育成指導に関すること。  

消費者教育及び啓発に関すること。  

恵庭市消費生活センターに関すること。  

小売物価の調査に関すること。  

計量器の調査及び検査に関すること。  

家庭用品品質表示法に基づく立入検査等に関すること。  

消費生活用製品安全法に基づく立入検査等に関すること。  

町内会及び自治会活動の推進に関すること。  

生活環境改善要望のとりまとめに関すること。  

地域集会施設に関すること。  

地縁団体の認可に関すること。  

地域担当職員制度に関すること。 

市民活動団体の育成及び支援に関すること。  

市民の広場に関すること。  

市民活動センターの運営に関すること。  

特定非営利活動法人の認証事務に関すること。 

空家等対策に関すること。  

特定空家等の認定に関すること。  
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生活環境課 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく空家等対策計画に関すること。  

恵庭市空家等の適正な管理に関する条例に関すること。  

放置自動車に関すること。  

市が設置する路外駐車場に関すること。  

駐車場基金に関すること。 

市民課 戸籍に関すること。 

住民基本台帳に関すること。 

住民基本台帳ネットワークに関すること。 

個人番号カードに関すること。 

特別永住者及び中長期在留者に関すること。 

印鑑登録証明事務に関すること。 

自動車臨時運行許可に関すること。 

身分証明に関すること。 

死亡届及び死産届に伴う火葬許可証の交付に関すること。 

人口動態に関すること。 

各種届書、申請書等の受付(受理)及び証明書、許可書等の書類の作成及び交付に関す

ること。 

町の名称及び区域に関すること。 

住居表示に関すること。 

国民年金に係る法定受託事務に関すること。 

国民年金に係る市町村の協力及び連携に関すること。 

旅券の発給に関すること。 

おくやみ窓口に関すること。 

火葬場に関すること。 

墓地に関すること。 

墓園基金に関すること。 

支所及び出張所との連絡調整に関すること。 

脱炭素推進課 環境基本計画の策定及び推進に関すること。 

環境審議会に関すること。 

水道水源の保全に関すること。 

公害関係法令等に基づく規制及び指導（自衛隊基地に係るものを除く。）に関するこ

と。 

環境汚染の調査測定に関すること。 

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に関すること。 

環境教育の普及啓発に関すること。 

鳥獣保護に関すること。 

鳥獣の飼養許可に関すること。 

狩猟及び有害鳥獣の捕獲許可（農林水産業に係るものを除く。）に関すること。 

空地の環境保全に関すること。 

浄化槽の届出及び指導に関すること。 

畜犬取締及び野犬掃とうに関すること。 

害虫等の駆除に関すること。 

専用水道の届出及び指導に関すること。 

廃棄物管理課 

 

廃棄物処理実施計画に関すること。   

廃棄物減量等推進審議会に関すること。   
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廃棄物管理課 

一般廃棄物の収集運搬計画及び指導に関すること。   

一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業に係る許可及び指導に関すること。   

し尿の収集運搬計画及び指導に関すること。   

ごみ処分手数料及びし尿処理手数料に関すること。   

清掃事業の企画統計に関すること。   

循環型社会形成の推進に関すること。   

廃棄物再生利用業の指定及び指導監督に関すること。   

資源回収物の処分に関すること。   

きれいなまちづくり条例（平成15年条例第9号）に関すること。   

リサイクル団体の育成及び指導に関すること。   

廃棄物の不法投棄に係る指導改善に関すること。   

北海道循環資源利用促進税に関すること。   

ごみ処理場に関すること。   

リサイクルセンターに関すること。   

生ごみ・し尿処理場に関すること。   

廃棄物処理施設環境保全基金に関すること。   

産業廃棄物処理施設基金に関すること。   

廃棄物の処理及び処分の基本計画に関すること。   

廃棄物の処理施設の整備に関すること。   

廃棄物の処理、処分及び組成分析に関すること。   

廃棄物の処理方式の調査研究に関すること。   

廃棄物処理施設の周辺対策に関すること。   

中島松地域交流施設に関すること。   

支所・出張所 公印の管守に関すること。 

所管の財産及び物品に関すること。 

経理に関すること。 

地域にかかわる事務事業の計画及び執行の調整に関すること。 

市政懇談会に関すること。 

苦情及び要望の受付並びに関係部課への処理依頼に関すること。 

市民相談に関すること。 

地域住民団体との連絡調整に関すること。 

諸税の申告の受付及び指導に関すること。 

市税の証明に関すること。 

市税その他歳入金の収納に関すること。 

戸籍、住民登録、印鑑登録の受理及び証明に関すること。 

火葬の許可に関すること。 

身分証明及び各種証明に関すること。 

自動車臨時運行許可証の交付に関すること。 

国民年金に係る諸届出に関すること。 

国民健康保険に係る諸届出に関すること。 

介護保険に係る諸届出に関すること。 

し尿収集手数料及び廃棄物処理手数料に関すること。 

老人、乳幼児、重度心身障害者等の医療に関すること。 

児童手当、児童扶養手当、扶養手当及び特別児童手当の受付に関すること。 

その他市長が必要と認めたこと。 
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現況と今後の展開 
 

課名  生活環境課 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

●安全で安心なまちづくりの推進  

市民生活における、安全で安心なまちづくりに関する施策を総合的に推進するため、

令和２年度に「恵庭市安全で安心なまちづくり推進計画（令和３年度～令和７年度）」

を策定している。 

恵庭市内での交通事故については、全道的に減少傾向にあるなかで、恵庭市におい

ては年間１００件程度で下げ止まりの傾向である。また一方で、高齢化率の上昇によ

り、全国的にも高齢者が当事者となる交通事故の割合は年々高まっており、高齢化の

進展に対応した交通事故防止対策が課題となっている。  
 

恵庭市における交通事故（人身事故）発生状況 資料：千歳警察署 

 

 

 
 

年（1～12 月） 発生件数 死亡者数 負傷者数 

令和４年 ９８ １ １０８ 

令和５年 ７７ １  ９１ 

令和６年 ９７ １ １１２ 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

●「恵庭市安全で安心なまちづくり推進計画」の推進 

安全で安心なまちづくり実行委員会委員との協議により年度ごとに定める「恵庭

市安全で安心なまちづくり推進方策」に基づき、市民や各団体等との連携により、

下記の施策に取り組む。 

①推進体制の整備     ②情報の収集及び提供 

③児童等の安全確保    ④高齢者及び障がい者の安全確保 

⑤消費者被害の防止    ⑥犯罪被害者等への支援 

⑦生活環境の整備     ⑧安全教育の充実 

 

●次期「恵庭市安全で安心なまちづくり推進計画」（令和８～令和１２年度）の策定 

令和７年度に、安全で安心なまちづくり実行委員会により検討を行い、年度内に

次期計画を策定する。 

 

●第 11 次恵庭市交通安全計画の推進 

  第 11 次恵庭市交通安全計画の推進に基づき、交通事故のない社会の実現に向け、

市及び関係機関・団体と連携し、本計画に基づく諸対策を推進し、交通事故の減少

や、死傷者数の減少により一層取組み、死者数ゼロを目指す。 

  また、自転車乗車時のヘルメット着用が努力義務となったことから、関係機関・

団体と連携し、各種広報啓発や交通安全教育を実施するとともに、今年度より小学

生以下を対象としたヘルメット購入費の助成や高齢者によるヘルメット普及促進モ

ニター事業を実施し、自転車による交通事故死傷者発生防止の取り組みを行う。 
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現況と今後の展開 
 

課名 生活環境課 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

●空家等対策の推進 

  近年、人口減少や高齢化社会の進展による、既存の住宅･建築物の老朽化、社会

的ニーズの変化等に伴い、住居その他の使用がなされていないことが常態である

住宅等が年々増えている。 

  これまで空家等対策については、恵庭市空家等対策計画に基づき市内の空家等

に対し、以下の取組を実施している。 

また、適切に管理されていない空家等に関する問題が発生した場合には、庁内

検討会議や空家等対策審議会において措置に係る協議を実施している。 

  【これまでの取組】 

・現地調査確認によるデータベース更新 

・空家所有者に対するアンケート調査 

・管理不全な空家等所有者への指導 

・恵庭市空家等の適正な管理に関する条例制定 

・特定空家等認定基準の設定 

・恵庭市空家等対策審議会の設置 

・特定空家等１件に対して行政代執行の実施 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

【第２次恵庭市空家等対策計画の推進（令和４年度～１３年度）】 

 社会情勢や環境の変化に伴い、今後も空家等の増加が予測され、より複雑化・深

刻化が懸念される課題に対応するために市のまちづくりに関連する諸計画と連携

しながら空家等に対する施策を推進する。 

（施策） 

●空家等の現状把握と発生抑制 

 ・実態調査と空家等データベースの更新、管理不全空家等の発生抑制、新たな空

家等の発生抑制 

●空家等の適正管理の促進 

 ・空家等の適正管理と意向調査、所有者等不明の空家等への対応 

●管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 

 ・法に定めのない空家等に対する、市条例に基づく軽微な措置・緊急保全措置 

 ・法に基づく、特定空家等に対する助言・指導・勧告・命令等の措置 

●空家等の利活用の促進 

 ・空家等の利活用に係る相談体制の構築、不動産流通の促進 

●多様な主体との連携 

 ・地域団体、協定団体との連携 
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現況と今後の展開 
 

課名 生活環境課 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

●恵庭市公共交計画の推進（R6 年度～R10 年度） 

・本市における地域公共交通の実情を踏まえ、「地域にとって望ましい地域旅客サー

ビスの姿」を明らかにする「恵庭市地域公共交通計画」を地域公共交通活性化協

議会により策定し、その推進を行っている。 

 

 <エコバス> 

・昨年度、地域公共交通活性化協議会により、既存路線のルートやダイヤ等の見

直しと新規ルートの検討を行い、令和７年９月より試験運行を実施する予定。 

・令和２、３年度はコロナ禍により、利用者数が減少していたが、令和４年度か

ら年々増加し、令和６年度は約３９万人の利用者数となり、過去最高の利用者

数となった。 

年度 利用者数（人） 前年度比 運行収入（円） 前年度比 

令和３ 263,697 103.0％ 45,229,832 105.2％ 

令和４ 318,254 120.7％ 51,435,465 113.7％ 

令和５ 357,601 112.4％ 58,563,813 108.5％ 

令和６ 393,048 109.9％ 64,676,050 119.8％ 

 

<エコタク> 

 ・エコバス路線以外の交通空白地帯の住民の移動手段を確保するため運行 

 ・コロナ禍以降、利用者数は微増している 
 

年度 利用者数（人） 前年度比 運行収入（円） 前年度比 

令和３ 7,376 109.9％ 1,666,650 107.6％ 

令和４ 7,618 103.3％ 1,718,850 103.1％ 

令和５ 7,808 102.5％ 1,788,400 119.4％ 

令和６ 7,951 101.8％ 1,781,300 118.9％ 

今 

後 

の 

展 

開 

 

●エコバス既存路線の改定と新規ルートの設置 

令和６年度に公共交通活性化協議会により決定した、既存ルートと新規ルートの

試験運行を令和７年９月から実施し、令和８年７月から本格運行に移行する予定。 
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現況と今後の展開 
 

課名 生活環境課 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

●市営駐車場・駐輪場の運営 

 ・駐車場：恵庭駅、恵み野駅、島松駅に隣接する市営駐車場６ヶ所を運営 

 ・駐輪場：いざりえ恵庭ビル内有料駐輪場１ヶ所と恵庭駅、恵み野駅、島松駅、サ

ッポロビール庭園駅に隣接する無料駐輪場１０ヶ所を運営 

・Ｈ２８年度に「恵庭市駐車場・駐輪場基本計画」、Ｒ３年度に「恵庭市駐車場整備

事業経営戦略」を策定し、これらに基づき管理運営を行っている 
・令和６年７月より指定管理者制度を導入し、管理運営業務を行っている 

  

市営駐車場利用状況 

年度 利用台数 前年度比 収入（円） 前年度比 

令和３ 131,708 111.6％ 39,705,500 113.4％ 

令和４ 148,094 112.4％ 46,044,400 116.0％ 

令和５ 165,132 111.5％ 52,370,600 113.7％ 

令和６ 150,140 90.9％ 38,574,774  73.7％ 

 

市営有料駐輪場利用状況 

年度 利用人数 前年度比 収入（円） 前年度比 

令和３ 4,685  95.8％ 1,557,150  80.9％ 

令和４ 5,414 115.6％ 1,830,050 117.5％ 

令和５ 5,894 108.9％ 1,551,300  84.8％ 

令和６ 5,753  97.6％ 1,716,600 110.7％ 

※人数は定期、冬季保管、一時利用の合計、収入は年度内入金分 

 

今 

後 

の 

展 

開 

 

●「第３次 恵庭市駐車場・駐輪場基本計画」の策定 

第２次計画の期間が今年度までとなるため、各駐車場の利便性の向上、整備、環

境について市営駐車場・駐輪場ごとに検討する第３次計画を策定する。 
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現況と今後の展開 
 

課名 生活環境課 

 
 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

 

●町内会活動の活性化に向けた施策の推進について 

（現況） 

町内会は、地域に住む人々が親睦と交流を通じて連帯感を深め、地域課題を住民

相互の協力により解決し、住みよいまちづくりに向けて自主的に活動する住民自治

組織であるとともに、協働のまちづくりにおいて重要な役割を担っている。 

近年では、高齢者の見守りや自主防災組織の結成のほか、災害時要援護者のため

の体制づくりなど、より一層地域に密着した活動が期待される一方、少子高齢化の

進展や集合住宅の独身者や若年層家族あるいは高齢単身者など世帯人数の縮小と

いったことのほか、市民意識の多様化による地域での絆の希薄化などを背景とした

町内会加入率の低下傾向や町内会活動における役員の固定化や高齢化、担い手不足

といったことから地域防災や地域福祉等の地域課題に対し、その機能が低下する可

能性があるといった課題がある。 

 

（これまでの取組） 

町内会に対する市の支援の在り方について、単位町内会や町内会連合会と協議・

検討を重ね、令和 6 年度より町内会が行う課題解決に向けた新たな取組に対する

支援制度として町内会活動活性化事業補助金を新たに創設したほか、これまでの支

援制度である自治活動交付金や地域担当職員制度の見直しを行うことで、町内会加

入率の低下防止や役員負担の軽減に向けた支援の取組を推進し、町内会活動の活性

化を図った。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

 

●町内会活動活性化事業の推進・検証 

町内会活動活性化事業補助金は、令和 6 年度以降の 3 年間を試行期間としてお

り、試行期間における補助金の活用状況等について検証を行いながら、加入率の低

下防止や役員の担い手づくりに資するデジタル化に向けた取組みへの支援など、今

後の町内会活動の活性化に向けた市の支援策について、町内会連合会と協議・検討

を行う。 

 

●地域担当職員制度の推進 

 地域担当職員が町内会連合会の事務局を担う中で、市と町内会との情報共有や連

携の向上に努めながら、各地区町内会連合会へ配置する地域担当職員とも連携し、

連絡会議や研修会を通じた職員の育成や地域課題・情報の共有を図る。 
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現況と今後の展開 
 

課名 市民課 

 

現

況 

【マイナンバーカードの普及促進について】 

１．マイナンバー制度の目的 

  公正・公平な社会の実現（給付金等の不正受給の防止） 

  国民の利便性向上（行政手続きの簡素化） 

  行政事務の効率化（手続きを無駄なく正確に） 

 

２．普及促進の主な取組 

  申請・交付手続きに係る予約制の導入 

  休日・平日夜間窓口の拡大（休日/月1回、平日夜間/月2回） 

  支所・出張所での申請・交付窓口開設 

  施設等一括申請支援の実施（企業、福祉施設等に出向き申請支援を実施） 

  出張申請サポートイベントの開催（商業施設・地域会館等で実施） 

 

３．マイナンバーカードの交付状況 

  

 R1 R2 R3 R4 R5 R6 計 

申請数 4,676 14,999 7,806 21,948 3,318 8,783 61,530 

交付数 3,169 9,969 10,935 15,556 7,742 7,572 54,943 

交付数（累計） 12,401 22,370 33,305 48,861 56,603 64,175 - 

交付率（累計） 17.8％ 31.9％ 47.5％ 69.7％ 80.7% 91.2％ - 

今

後

の

展

開 
１．交付率促進に向けた取組 

  出張申請支援の継続（企業・地域等・福祉施設） 

  出張申請サポートイベントの継続（商業施設・地域会館等での実施） 

  休日・平日夜間における交付窓口開設の継続 

  普及・促進にかかる市民周知・啓発 

 

２．更新手続きへの対応 

マイナンバーカードの有効期間は発行日から10回目の誕生日（18歳未満の場合

は5回目）、電子証明書の有効期間は、年齢問わず発行日から5回目の誕生日ま

でに設定されている。制度開始10年経過したことにより、新規取得に加え更新

手続きへの対応が必要となってくる。 

 

３．マイナンバーカードの利便性向上の取組 

  健康保険証・運転免許証との一体化への対応 

  各種証明書のコンビニ交付の利用推進 
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現況と今後の展開 
 

課名 市民課 

 

現

況 

【手続きのワンストップ化、書かない窓口の推進について】 
 

１．「おくやみ窓口」の設置 

遺族の負担軽減を目的に死亡に関する手続き窓口のワンストップ化のため「お

くやみ窓口」を令和4年１月に設置し、4月より本格運用を開始。 

 

≪「おくやみ窓口」利用実績≫ 

 

 

 

 

 

 

２． 窓口支援システム（書かない窓口）の導入 

  R６.2～ 各種証明書の発行手続きで必要となる申請書への記入の手間を

省き、署名だけで手続きが完結する窓口支援システムを導入。 

  Ｒ６.6～ 異動届においても窓口支援システム活用を開始。記載台の撤去。 

  Ｒ７.3～ 介護福祉課窓口業務の一部を市民課で受付代行開始。 

 R4 R5 R6 

死亡者数 802 866 860 

利用者数 163 242 246 

利用率 20.3％ 27.9％ 29％ 

今

後

の

展

開 

１． おくやみ窓口の継続実施 

 

２． 窓口支援システムを活用したワンストップ窓口の推進 

  窓口のレイアウト見直し等による窓口体制の見直し 

  各課窓口の受付代行業務を随時追加 
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現況と今後の展開 
 

課名 市民課 

 

現

況 

○恵庭墓園について 

① 墓園特別会計の廃止 

社会状況や墓所ニーズの変化を受けた墓所貸付数の減少により、計画よりも

使用料等収入が大幅に減少し、特別会計での運営が困難となったことから、

令和６年度末をもって特別会計を廃止した。 

② 恵庭第 1～３墓園 

恵庭第３墓園の「２㎡自由墓所」「合同納骨塚」のほか、使用許可後に返還

された墓所区画（返還墓所）を供用。 

③ 恵庭第４墓園  

供用は「4 ㎡・6 ㎡自由墓所」「4 ㎡芝生墓所」。R 元年５月からは市民以外

にも対象を拡大し供用中。 

令和７年３月当初造成計画を見直し、当面墓所区画造成は見送るものの全体

の造成計画区画数を実施設計時の 3,600 区画から 1,500 区画に変更し、

未利用地の利活用を検討することとした。 

④ 多目的広場（北エリア） Ｒ2 年度から供用開始。 

〇 墓所整備状況 総区画数 6,766  ※合同納骨塚除く 

 第 1 墓園 第 2 墓園 第 3 墓園 第 4 墓園 （合同納骨塚） 

供用開始 S43 S58 H15 H30 H27 

区画数 1,646 3,310 1,482 328 1,500 

○ 墓園の管理・墓地の許可に関する業務は指定管理者 

 

今

後

の

展

開 

〇 今後の整備方針 

合同納骨塚は当初見込みより貸付が進み令和１０年度には貸付終了を見込ん

でいることから、第 4 墓園に 2 つ目の合同納骨塚の整備をする。 

また、市民ニーズを踏まえた新しい墓所区画像の調査・検討をする。 

《恵庭墓園における使用許可件数の推移》 

年度 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ 

個別 

墓所 

新規 49 65 37 45 37 40 27 

返還 16 12 6 ６ ８ 12 12 

合同納骨塚 52 45 40 61 122 136 180 

合計 117 122 83 112 167 188 219 

※合同納骨塚の需要はあるが、個別墓所の需要は減少傾向である。 
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現況と今後の展開 
 

課名 脱炭素推進課 

 

○第３次恵庭市環境基本計画の推進 

現

況 

環境基本計画は、恵庭市環境基本条例に基づき定める環境分野の総合的な計画

で、第３次計画は、令和４年度からの１０年計画となっている。 

 

〇「ゼロカーボン・ロードマップ」 

ゼロカーボン・ロードマップは、令和４年６月２２日に宣言した「ゼロカーボン

シティ」の実現に向け、令和５年度から１２年度までの８年間で、平成２５年度

比の温室効果ガス排出量を４６％削減する目標に市域全体で地球温暖化対策を

計画的に推進することを目的に市民・事業者・市がそれぞれの役割において推進

する取組を整理したもので、二酸化炭素の見える化の取り組みである「ゼロボー

ド」や「ゼロちゃれ」等を実施し、ロードマップに沿ったさらなる取組みを推進

する。 

 

〇生活環境（悪臭関係） 

 近年、市内の広範囲で悪臭が確認され、市に苦情等が寄せられていた案件につい

ては改善に向かっているところです。定期的に原因者と接触をし、臭気対策の予

防や実施可能な対策の依頼をするほか、事案によっては、北海道（石狩振興局）

と連携を図り、改善指導等を実施するなど対策をとっている。一方、悪臭が広範

囲にわたる場合は、一定の範囲においても臭気の感じ方が異なることなどから、

発生源を絞り込むことが難しい場合がある等の課題がある。 

  ＜過去３か年の苦情件数＞ 

 年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件数 ９４ １８ ９ 

 

〇有害鳥獣への対応 

有害鳥獣については、ヒグマと生活環境に影響がある市街地におけるアライグマを

主な対象としており、アライグマについては、近年、市民から家庭菜園が荒らされ

る等の生活環境被害が発生しているため、専門業者による駆除を実施している。 

ヒグマについては、目撃情報をもとにヒグマの発生状況や注意喚起を促す啓発物

等の情報発信を市のホームページにより行っているほか、猟友会と連携し、現地

のパトロールや防除を行っている。 
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今

後

の

展

開 

〇「ゼロカーボン・ロードマップ」 

 現行のゼロカーボン・ロードマップについては、令和５年度から７年度までであ

るため、令和８年度から３年間のロードマップを策定する。策定に関しては、事

業者及び市民から得られたエネルギー消費量に関するデータを活用する。また、

取組については、現行の取り組みを進めながら、より効果的な取り組みの検討を

行う。 

 

〇生活環境（悪臭関係） 

 臭いの発生元と考えられる地域に出向き、現地の方に少しでも臭いを抑えられ

るように依頼するなどの対策を行う。発生源によっては、石狩振興局と連携し、悪

臭防止法に基づき発生源の所有者・管理者等へ対応するとともに、状況に応じ立入

検査、改善指導等を行う。 

 

〇有害鳥獣への対応 

 アライグマについては、市民からの依頼に応じ、駆除を実施するとともに、罠の

破損状況を確認し、適宜、新しい罠と交換するなど、適切に防除を進める。 

 ヒグマについては、改正鳥獣保護管理法により猟銃の発砲許可権限が移譲され

ることになった。今後、ガイドラインやマニュアルが整備されることから、基礎

自治体に過度な負担や責任が発生しないように要望していく。 
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現況と今後の展開 
 

課名 廃棄物管理課 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

〇安定的かつ持続可能なごみ処理体制の確立 

 令和５年１月に「ごみ処理恵庭モデル検討会」から提言されたように、本市では、

平坦でコンパクトなまちの特性を活かして、全道でも先駆けて戸別収集を開始し、市

民の高い分別意識が醸成され、平成 12 年からは、びん・缶・ペットボトルの分別収集、

平成 19 年度からはプラスチック容器包装の分別収集、平成 24 年度からは生ごみを分

別収集し、バイオガス化によるエネルギー回収を行っています。こうした資源化への

取組みにより、道内 35市の中で第 3 位のリサイクル率を誇っています。また、令和 2

年度からは、焼却施設を本稼働し、焼却施設で発生する余熱の活用により、循環型社

会の形成を目指したごみ処理が一層推進されたところです。 

一方、これらの施設については計画的な点検・補修による長寿命化や安定的な施設

運営に努めるとともに、維持管理コストの低減に取り組んでいくことが必要となって

おります。また、さらに高齢化が進んでいく中で、戸別収集体制の維持も喫緊の課題

です。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

１． ごみ減量や適正分別に向けた市民、事業者啓発 

 市民のごみ減量行動の促進（リユース、リデュース、リサイクル）や、施設の事故

防止、長寿命化を図るために分別適正化についてわかりやすい市民、事業者に対する

啓発を実施します。 

２．収集運搬 

 効率的な収集運搬体制の検討や収集ルートの適正化によって、戸別収集体制を維持

します。 

３．リサイクルセンター（島松沢） 

老朽化が著しいリサイクルセンターの大規模改修もしくは移転新設等について、運

営手法も含めた施設全体の維持管理方針を決定し、整備に向けた検討を進めます。 

４．生ごみ・し尿処理場（中島松） 

 老朽化が著しいし尿処理場の大規模改修を進めるとともに、生ごみ処理場の機械設

備の計画的な更新を実施し、施設の延命化を推進します。 

５．焼却施設（中島松） 

令和 6 年度より長期包括的な施設運営管理を開始しており、安定的で効率的な施設

運営を図っていきます。 

６．ごみ処理場（盤尻） 

 現処理場である第６期最終処分場の残余容量を見据え、新たな処理場整備の検討を

進めていきます。 
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現況と今後の展開 
 

 

現 
 

 
 

 
 
 

 
 

況 

○ごみ処理（処分）手数料の算定 

焼却施設の稼働に合わせた見直しを実施しR2年度から 4年度にかけて段階的に改定。 

 その後、ごみ処理量の見通しを実態に合わせて見直し、さらに「ごみ処理恵庭モデ

ル検討会」から頂いた提言内容を反映した手数料に令和 7年度に改定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在の手数料の考え方】 

１．家庭系ごみ処理手数料 

「排出抑制」「資源化の促進」「公平性の確保」「ごみ処理費用の確保」を目的に、H22

から有料化。「対象となる処理経費の 1/3 相当額」として設定。 

２．事業系一般廃棄物処分手数料 

中小企業活動支援の一環として、「対象となる処理経費の 2/3 相当額」として設定。 

３．産業廃棄物処分手数料 

「対象となる処理経費を 100％負担」として設定。 

４．し尿処理手数料 

「収集に要する経費を受益者負担」として設定。 

今 

後 

の 

展 

開 

■令和 8年度以降の手数料について 

焼却施設の稼働によって本市のごみ処理体系が概ね確立されたことから、「恵庭市

廃棄物の処理及び清掃に関する条例」を改正し、ごみ処理手数料についても改定した

ところであります。 

次回の改定については事業系廃棄物は社会経済活動の影響によりごみ処理量が増

減するため、柔軟な対応が必要となることから、検証期間を 3 年と短く設定し令和 8

年度に手数料の検証を行う予定です。 

 

課名 廃棄物管理課 

～R元年度 R2～3年度 R4～6年度 R7年度～

２円/㍑

２円/㍑ ２円/㍑

２円/㍑

100円/1個

70円/10㎏ 250円/10㎏

128円/10㎏ 217円/10㎏ 240円/10㎏

112円/10㎏ 231円/10㎏ 343円/10㎏ 380円/10㎏

112円/10㎏ 110円/10㎏

112円/10㎏ 120円/10㎏

171円/10㎏ 510円/10㎏

50円/10㍑ 65円/10㍑

114円/10kg

509円/10㎏

50円/10㍑

231円/10㎏

400円/10㎏

２円/㍑

３円/㍑

４円/㍑

100～900円/1個

93円/10kg生ごみ処理場への搬入ごみ

ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰへの搬入ごみ

焼却施設への搬入ごみ

ごみ処理場への搬入ごみ

し尿処理手数料

種別

家庭廃棄物
処理手数料

事業系
一般廃棄物
処分手数料

産業廃棄物
処分手数料

生ごみ

燃やせるごみ

燃やせないごみ

粗大ごみ

直接搬入ごみ

焼却施設への搬入ごみ

ごみ処理場への搬入ごみ
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令和７年６月 

 

 

 

 

 

厚生消防常任委員会 

提 出 資 料 
 

 

 

 

＜保健福祉部＞  ・福祉課 

 

           ・国保医療課 

 

           ・介護福祉課 

 

           ・障がい福祉課 

 

           ・保健課 

              

           ・健康スポーツ課 
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令和７年度　保健福祉部　組織図　　
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≪保健福祉部　所属別人員一覧≫

【令和７年６月１日現在】

介護福祉課

障がい福祉課

合計

1

部長職

1

所　属

保健福祉部

国保医療課

尾張　純子

福本　悠太

高尾　香織・大谷　慧

金野　陸

吉田　侑花

藤原　海帆・赤川　冬果

中山　稜介　《保健師》大関　優作

伊辺　小百合・稲船　優冶

上原　拓実・松居　友輝・青木　翔
小野瀬　慎太郎

島尻　弘一・川副　恵実・大瀬戸　渉
髙橋　雄一・高橋　希武

3

合　計

35

21

7

自立支援担当主査　藤田　典子

生活保護担当主査（第2グループ）　上山　和恵

国保管理担当主査　坂本　伸一

国保給付担当主査　関口　健太

後期高齢者担当主査　久保田　賢次

金子　由以子・田中　若菜

福田　剛大・阿部　梨子

 《保健師》松田　みどり

健康スポーツ課長　　渡部　和也

健康スポーツ担当主査　鈴木　由衣

8 24

スタッフ

3

72 4

保健課

介護保険担当主査　八重樫　かおり

課長職 主査職

医療助成担当主査　浅野　美紀

2

障がい福祉課長　　佐藤　和彦

計画推進担当主査　吉野　裕太

高齢者相談・介護認定担当主査　菊地　浩文

2

次長職

介護福祉課長　　小路　雅代

1 1

6 17

1

健康スポーツ課

福祉課

保健課長　　須貝　尚文福祉課長　　笹川　貴弘

庶務担当主査　阿部　崇宏

生活保議担当主査（第1グループ）　竹内　利樹

福嶋　秀斗・村上　亮介・齋藤　洋

地域共生推進担当主査　白石　聡史

保健予防担当主査　 　我妻　酉耶　

健康推進・食育担当主査　　庄林　里枝子

国保医療課長　　根岸　俊博

天羽みのり・篠尾　有輝・下道　隆世　

《保健師》加地　綾子・大瀬戸　響
　　　　　森　みほ・高野　風香
《栄養士》寺内　亜友美

会計年度
任用職員

2

生きがい対策担当主査　篠原　竜介

指導担当主査　笹村　雄平

2

1

40 73

1 4 8 17

1 4

1 4 11

18

5

6

斎藤　康子・鈴木　里砂・有馬　夏海
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事務分掌及び組織（保健福祉部） 

 

組 織 事 務 分 掌 

福祉課 福祉の総合的な企画及び調整に関すること。 

地域福祉計画に関すること。 

民生委員児童委員及び民生委員推薦会に関すること。 

保護司に関すること。 

アイヌ住民の福祉対策に関すること。 

旧軍人の恩給及び戦傷病者、戦没者等の遺族援護に関すること。 

災害援護に関すること。 

行旅病人及び行旅死亡人に関すること。 

生活保護に関すること。 

生活困窮者自立支援に関すること。 

社会福祉協議会との連絡調整に関すること。 

社会福祉審議会に関すること。 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する第二種社会福祉事業

（隣保事業に限る。）に係る事業開始届等に関すること。 

社会福祉法人の設立認可、監査及び指導に関すること。 

社会福祉事業推進基金に関すること。 

部の庶務に関すること。 

その他福祉に関すること。 

国保医療課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険事業の企画運営に関すること。 

国民健康保険運営協議会に関すること。 

国民健康保険の資格得喪に関すること。 

国民健康保険税の賦課に関すること。 

国民健康保険支払準備基金に関すること。 

国民健康保険の医療給付に関すること。 

出産育児一時金及び葬祭費の支給に関すること。 

医療費の実態把握及び分析に関すること。 

特定健診及び特定保健指導（他の所管に属するものを除く。）に関する

こと。 

後期高齢者医療の資格得喪に関すること。 

後期高齢者医療の賦課徴収に関すること。 
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国保医療課 後期高齢者医療の医療給付に関すること。 

後期高齢者医療の葬祭費の支給に関すること。 

後期高齢者の健康診査及び歯科健康診査に関すること。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関すること。 

重度心身障害者、子ども、ひとり親家庭等医療費助成に関すること。 

養育医療費助成に関すること。 

特定防衛施設周辺整備調整交付金基金（子ども医療費助成事業）に関す

ること。 

介護福祉課 高齢者福祉及び介護保険の総合的な企画及び調査に関すること。 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画に関すること。 

地域密着型サービスの指定、指導及び監督に関すること。 

介護予防・日常生活支援総合事業の指定、指導及び監督に関すること。 

居宅介護支援事業の指定、指導及び監督に関すること。 

介護予防支援事業の指定、指導及び監督に関すること。 

地域支援事業に関すること。 

高齢者の権利擁護に関すること。 

養護老人ホームへの入所等の措置に関すること。 

高齢者の地域福祉サービスに関すること。 

高齢者の生きがいづくりに関すること。 

介護支援ボランティアポイント事業に関すること。 

老人クラブの育成振興に関すること。 

老人憩の家等の維持管理に関すること。 

介護保険の資格管理に関すること。 

介護保険の給付に関すること。 

介護保険料の賦課及び徴収に関すること。 

要介護認定に関すること。 

介護認定審査会に関すること。 

有料老人ホームの設置に関すること。 

介護予防に関すること。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関すること。 

介護給付費準備基金に関すること。 

その他高齢者福祉及び介護保険（他の所管に属するものを除く。）に関

すること。 
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障がい福祉課 障がい者福祉の総合的な企画及び調査に関すること。 

障がい者福祉計画及び障がい福祉計画に関すること。 

障がい者の福祉に関すること。 

特別障害者手当等に関すること。 

障害者自立支援サービス（１８歳以上）に関すること。 

地域生活支援事業に関すること。 

障がい者虐待防止に関すること。 

障がい者の優先調達に関すること。 

障がい者の差別解消に関すること。 

心身喪失者等の医療観察に関すること。 

難病患者の福祉施策に関すること。 

その他障がい者福祉に関すること。 

保健課 健康診査及びがん検診に関すること。 

特定健診及び特定保健指導（他の所管に属するものを除く。）に関する

こと。 

健康増進（他の所管に属するものを除く。）に関すること。 

健康づくり計画に関すること。 

食育推進計画に関すること。 

歯科保健に関すること。 

成人及び高齢者保健に関すること。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関すること。 

自殺対策計画に関すること。 

予防接種に関すること。 

感染症の予防及び防疫に関すること。 

夜間・休日急病診療所の運営に関すること。 

夜間休日救急医療体制に関すること。 

献血の普及啓発に関すること。 

骨髄バンクの普及啓発に関すること。 

保健センター運営協議会に関すること。 

保健医療団体との連絡調整に関すること。 

保健センターの管理運営に関すること。 

保健師の保健活動の総合調整に関すること。 
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健康スポーツ課 健康増進（他の所管に属するものを除く。）に関すること。 

体育及びスポーツ活動の普及、推進及び奨励に関すること。 

運動・スポーツ推進計画に関すること。 

各種体育事業の企画運営及び指導援助に関すること。 

スポーツ活動を行う選手の育成に関すること。 

市民の体力向上に関すること。 

スポーツ推進委員に関すること。 

スポーツ指導員に関すること。 

スポーツ功労者の顕彰に関すること。 

スポーツ傷害事故の防止に関すること。 

学校開放事業に関すること。 

体育関係団体との連絡調整に関すること。 

体育施設の維持及び管理に関すること。 

体育施設の使用許可に関すること。 

体育器材の貸出、利用及び保管に関すること。 

スポーツ振興基金に関すること。 

その他体育及び体育施設に関すること。 

 

25



  

 

現況と今後の展開 
課名   福 祉 課 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

○生活保護受給者の就労支援の推進強化 

恵庭市の生活保護受給者数は、平成２２年１１月に初めて１千人の大台に乗り、

以降増加を続けていましたが、令和元年度には９８２人で保護率は１４．０パー

ミル、令和６年度は９９３人で保護率１４．２パーミルとなっており、この５～

６年で大きな増減はなく、微増の状態が続いているところであります。今後につ

きましても、現在の社会情勢や高齢化社会の背景から不透明な状況にあります。 

また被保護世帯類型の構成を見ますと、令和６年度は「高齢者世帯」が 5 割以

上（52.7%）を占め、「母子世帯」4.9％・「傷病世帯」11.0％・「障害世帯」12.1％、

いずれの世帯類型にも属さない「その他世帯」が 19.3%となっており、稼動能

力を有すると考えられる「その他世帯」が「高齢者世帯」についで 2 番目の構成

比割合となっており、このような稼動能力を有する受給者に対する就労支援の一

層の強化が課題となっています。 

 

〇重層的支援体制の整備 

 社会福祉法の改正により、重層的支援体制整備が制度化され、既存の相談支援 

の取組を活かしつつ、住民やその世帯の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す 

る包括的な支援体制を構築するため、「包括的相談支援」、「参加支援」、「地域づく 

り」を柱とし、これらの支援を一層効果的に実施するため、「多機関協働による支 

援」、「アウトリーチ等を通じた継続的支援」を一体的に実施する「重層的支援体 

制整備」の令和８年度からの本格実施に向け、令和６年度及び７年度において「移 

行準備事業」を実施しているところです。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

○生活保護受給者の就労支援の推進強化と生活困窮者自立支援 

地方でも雇用環境の改善が進む中、その他世帯の世帯主には稼働年齢層が占め

る割合も多いことから、被保護者就労支援員との面談を軸として支援対象者の希

望や適性を把握し、就労支援や意欲喚起を行うと共に、特に就労阻害要因のない

若年層の新規生活保護受給者については、ハローワークと協力しながら生活保護

受給者等就労自立促進事業活用を促し、早期自立を支援するとともに、就労自立

給付金の周知を徹底し安定した職業への就職や就労による自立を促していきま

す。 

 

〇生活困窮者に対する適切な支援の実施 

 生活困窮にかかわる相談に丁寧に対応するとともに、生活保護制度の活用が困 

窮者にとって必要とされる場合は、適切な保護を実施していきます。 

 

〇重層的支援体制整備の構築 

 委託先を含めた相談支援を担当する職員等による協議・検討を通じ、各機関の 

相互連携強化と、支援に関するルールづくりを行い、令和８年度の「重層的支援 

体制整備」に向けた実施体制を構築していきます。 
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現況と今後の展開 
課名 国保医療課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

【国民健康保険関連事項】 

○国民健康保険制度について 

国保制度は平成３０年度より広域化し制度の持続性を高めた結果、歳出の大

部分を占める保険給付費が全額北海道からの交付金で賄われることとなり、安

定的な財政運営が可能となりました。国民健康保険特別会計の累積赤字は令和

３年度以降、解消されております。 

 

【後期高齢者医療制度関連事項】 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

令和２年度より、国保医療課を主担当課とし介護福祉課および保健課の３課

が連携して事業を推進しております。 

 

【医療助成関連事項】 

○子ども医療費助成について 

令和７年度より子ども医療費助成の対象年齢について、通院は小学校６年生

までに、入院は高校３年生までに、それぞれ拡大いたしました。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

【国民健康保険関連事項】 

○国民健康保険制度について 

国では令和８年度から国民健康保険税に子ども子育て支援金課税額を追加予

定。従前からの医療費適正化や適切な税率設定等も含め、国や道の方針を遵守

し、一般会計から独立した安定的な制度運営を行ってまいります。 

  

【後期高齢者医療制度関連事項】 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

 3 課の協力体制を持続するとともに実施事業における PDCA サイクルの確

立を図ってまいります。 

 

【医療助成関連事項】 

○子ども医療費助成について 

 子ども施策の充実については医療費助成だけではなく、他の子ども施策や財

源、管内他市の状況などを注視してまいります。 
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現況と今後の展開 
 

課名 介護福祉課 

 

 
 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

 

○第 9 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づく事業の推進 

恵庭市の高齢化率は現在 29％となっており、いわゆる「団塊の世代」が７５

歳以上の後期高齢者に到達する令和７年（2025 年）を迎え、市民の３人に１人

が高齢者という状況が間近に迫っています。 

今後も高齢者人口が増え続けるため、中長期的な将来を見据えつつ、介護・医

療・生活支援・介護予防が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築

に向けた取組を、第 9 期介護保険事業計画に基づき展開しているところでありま

す。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

 

○第 9 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の推進及次期第 10 期高

齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定 

 現行の第 9 期計画（令和 6 年度～令和 8 年度）の推進に取組むほか、令和 8

年度には令和 9 年度が始期となる「第 10 期計画策定」を行います。 

令和 22 年（2040 年）に日本の高齢者人口がピークに達することで生じる医

療・介護サービスの需要増加等を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で、健康で生

き生きとした生活を送ることができるよう「地域包括ケアシステム」の構築に資

する施策を推進して参ります。 

 

○介護予防と健康・元気づくりの推進 

高齢者が主体的に介護予防と健康・元気づくりに取組むことができるよう、通

いの場の拡充など各種事業を推進します。また、大学や専門機関と連携した調査

研究等を行うことにより、地域の健康課題を明確にしながら介護予防事業を展開

して参ります。 
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現況と今後の展開 
 

課名 障がい福祉課 

 

 
 

現 
 

 
 

 
 

況 

本市における障がいのある方への施策については、令和６年度から令和８年度

を計画期間とする「えにわ障がい福祉プラン」に基づき、各種事業等を推進して

います。重点事項としては次の 3 点を推進しています。 

１） 恵庭市手話言語条例の推進 

２） 農福連携の推進 

３） 障がいのある人に対する理解の促進、及び障がいを理由とする差別の解消の

促進 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

１． えにわ障がい福祉プランの推進 

「えにわ障がい福祉プラン」に基づき、障がい者福祉施策や各種事業を推進

していきます。 

① 相談支援体制の充実・強化等として、これまで「恵庭市障がい者総合相談

支援センター」が担っていた相談支援機能強化事業を、「基幹相談支援セ

ンター」へ移行し、取組を推進します。 

② 「恵庭市障がい者総合相談支援センター」の委託について、令和７年度が

長期契約の最終年度となっており、「基幹相談支援センター」と併せて令

和８年度からの事業者選定をプロポーザルにて実施します。 

 

２． 恵庭市手話言語条例の推進 

恵庭市手話言語条例による施策の推進に資する取組を引き続き展開します。 

・手話に対する理解の促進及び手話の普及に努めます。 

・手話による意思疎通及び情報の取得をしやすい環境づくりを図ります。 

・手話通訳者の確保、養成等に努めます。 

 

３． 農福連携の推進 

農福連携を継続して推進します。 

・農福連携マッチング等の農福連携の実践。 

・収穫体験等の普及イベント。 

・事例集等の発行物。 

 

４． 障がいのある人に対する理解の促進、及び障がいを理由とする差別の解消

の促進 

・地域協議会等における障がい者差別解消法の普及。 

・講演会等を通した障がい理解の普及。 
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現況と今後の展開 
 

課名  保健課 

 

現 
 

 
 

 

況 

〇帯状疱疹ワクチン予防接種事業 

・令和 7 年 4 月 1 日に、予防接種法第 5 条第 1 項の規定による定期予防接種の

対象疾病に帯状疱疹が追加され定期接種化。抗ウイルス薬による予防接種を実施

し、個人の発病またはその重症化を防止することを目的とする。 

 

〇成人歯科健診（歯周疾患検診）事業 

・令和 3 年度より 40 歳・50 歳・60 歳・70 歳及び妊婦を対象とした歯周疾患

検診について、令和 7 年度から、健康増進事業実施要領改正により、20 歳・30

歳・産婦にも対象を拡大し実施。歯周疾患予防及び歯科口腔への関心を高めること

を目的とする。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

〇帯状疱疹ワクチン予防接種事業 

・定期接種対象者：以下のとおり 

①恵庭市に住民票を有する方で、65 歳以上の５歳年齢ごとの方 

②60 歳以上６５歳未満の方であって、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能

障害を有する方 

・実施方法：対象者が、本人確認書類（運転免許証や保険証など）を持参のうえ指

定医療機関にて以下のワクチンのうち、どちらか１種類のみを選択し接種。 

①乾燥組換え帯状疱疹ワクチン…間隔を空けて 2 回筋肉内接種 

②乾燥弱毒性生水痘ワクチン…皮下に 1 回接種 

・自己負担額（令和 7 年度）：以下のとおり 

①乾燥組換え帯状疱疹ワクチン…1 回につき自己負担額 11,000 円 

②乾燥弱毒性生水痘ワクチン…自己負担額 4,400 円 

（①、②ともに※生活保護受給者については無料） 

・周知：令和 7 年度の対象者全員に令和７年４月上旬に個別通知を発送。定期接

種化について、広報えにわ４月号および市ホームページ、SNS 等にて周知。 

 

〇成人歯科健診（歯周疾患検診）事業 

・対象者：20 歳、30 歳、40 歳、50 歳、60 歳、70 歳の節目及び妊婦及び産

婦。 

・実施方法：市内歯科医療機関において実施。 

・健診内容：問診、歯周組織検査、健診結果の判定と結果通知。 

・周知：節目の対象者に受診券を送付。妊婦には母子手帳交付時に受診券配布、産

婦へは９～10 か月児健診時に周知。対象者拡大について広報えにわ 4 月号および

市ホームページ等にて周知。 
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現況と今後の展開 
 

課名 健康スポーツ課  

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

況 

 

〇「恵庭市運動・スポーツ推進計画」に基づく事業の推進 

 平成２６年１１月の「恵庭市スポーツ振興まちづくり条例」の制定及び「夢

と健康を育むスポーツ都市宣言」の決議を踏まえ、スポーツを通じた健康で活

力あるまちづくりに取り組むため、平成２８年３月に１０ヵ年の計画を策定

し、「運動やスポーツ」を「する」「観る」「応援する」「支える」等の多様な活

動を通じて、活力に満ちた恵庭のまちづくりを展開しているところです。 

〇次期「恵庭市運動・スポーツ推進計画」の策定 

現行計画が令和７年度で終期を迎えることから、市民誰もが生涯にわたりス

ポーツに親しみ、心身ともに健康で豊かな生活を送ることができる活力あるま

ちづくりを、今後も総合的かつ計画的に推進するため、次期「恵庭市運動・ス

ポーツ推進計画」（令和８年度から令和１７年度）を、今年度中に策定します。 

〇スポーツ施設現況調査の実施 

老朽化が進行しているスポーツ施設や備品等については、「恵庭市スポーツ

施設修繕計画」に基づき、計画的な修繕に努めているところですが、次期運動・

スポーツ推進計画との整合性や、新たなスポーツ施設整備計画の策定に向けた

基礎資料として、スポーツ施設現況調査を実施します。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

 

〇推進計画を実現するため、基本方針により施策を推進 

・運動やスポーツなどに親しむ機会を作っていくために、ライフステージ等の

変化に合わせた運動やスポーツ機会の提供を図り、市民の積極的な健康づくり

を推進します。 

・ライフスタイルなどに応じて、気軽に、さらには継続して運動やスポーツに

取り組めるよう、各種競技団体などを支援し、運動やスポーツ活動を支える環

境づくりを推進します。 

・子どもから高齢者まで誰もが、運動やスポーツに親しみ、継続して取り組め

るよう、情報提供や関連施設の充実を図るとともに、市外関連施設の利用の可

能性について協議・検討します。 

〇新たな「スポーツ施設整備計画」の策定 

 スポーツ施設現況調査の実施結果を踏まえ、本市における今後のスポーツ施

設のあり方や長期的な視点に基づいた、新たな「スポーツ施設整備計画」の策

定に取り組みます。 
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令和７年６月 

 

 

 

 

 

厚生消防常任委員会 

提 出 資 料 
 

 

 

 

＜子ども未来部＞  ・子ども政策課 

 

               ・えにわっこ応援センター 

 

               ・幼児保育課 

 

               ・すみれ保育園 

 

               ・子ども発達支援センター 
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〇子ども政策課
計 フル 36時間 29時間 20時間 15時間

若草コーディネーター 1 　 　 　 1 　
事務補助 2 　 2
合計 3 0 0 2 1 0

〇えにわっこ応援センター
計 フル 36時間 29時間 20時間 15時間

事務補助 3 　 3
相談員 7 　 　 6 1
保健師 2 2
栄養士 1 1
母子保健コーディネーター 1 1
合計 14 0 0 13 1 0

〇幼児保育課
計 フル 36時間 29時間 20時間 15時間

窓口事務員 3 　 　 3
合計 3 0 0 3 0 0

〇すみれ保育園
計 フル 36時間 29時間 20時間 15時間

保育園保育士 15 　 10 1 4
保育園給食調理員 3 　 1 2
合計 18 0 11 3 4 0

〇子ども発達支援センター
計 フル 36時間 29時間 20時間 15時間

療育指導員 10 　 　 10
事務補助 1 　 　 1

合計 11 0 0 11 0 0

 

令和7年度　子ども未来部　組織図　　　　　《令和7年5月1日現在》

子ども政策課長　　　　村仲　智也

子ども政策担当主査　　　　　　　　木下　信二 　菅原　舞　・　山下　瑠惟

子
ど
も
未
来
部
長
　
　
　
　
内
山
　
素
宏

えにわっこ応援センター　　高橋　明子（再）

児童福祉担当主査　　　　　　　　　庄司　美香 　槇 　大 樹　・　大橋　香

給付担当主査　　　　　　　　　　　渋田　未奈 　奥田 　力斗

次
長
　
　
大
島
 

宏
哲

母子保健担当主査　　　　　　　　　桑原　あゆみ 　南條　麻衣　・　土橋　佑香
　中村　比奈乃・　赤祖父 ゆず香

幼児保育課長　　　　前野　裕子

事業・給付担当主査　　　　　　　　向井　由美 　佐藤　　梓

認定・入所担当主査　　　　　　　　谷口　寛典　　 　髙尾 　優太

すみれ保育園園長　　　　五十嵐　大地

　藤田　郁子
すみれ保育園副園長　　　       清水　美佳

　畑　裕子　　吉田靖子     西根ゆかり　  岩野弘美　　伊藤亜哉
　鵜澤真梨子　寺田彩夏     竹俣佑美子　  工藤朋也      藤沼里歩
　菊池莉紗　   小島美枝　  柳沼佑季        西川果凜       深田千秋（再）

すみれ保育園副園長　　　       野上　裕子　　　

子ども発達支援センター長　　吉川　賢一（再）

　　療育総務担当主査　　　　金子　リカ　　　　　

　　通所支援担当主査　　　　田中　千都

　　相談支援担当主査　　　　菅原　純　　　　

　　地域支援担当主査　　　　葛岡　亮　　　　　　

☆　子ども未来部　各課人員数　一覧
【会計年度任用職員内訳】

　 松田　優季　保育士

　 紙屋　好美　保育士

課名 部長職 次長職 課長職 主査職 スタッフ 再任用
会計年度
任用職員

合計

子ども未来部 1 1 5 12 28 1 49 97

子ども政策課 1 1 2 0 3 7

3 8

えにわっこ応援センター 1 3 7 (1) 14

2 15 1 18

25

幼児保育課 1 2 2 0

37

子ども発達支援センター 1 4 2 （1） 11 18

すみれ保育園 1

35



 

子ども未来部 事務分掌及び組織 

 

組 織 事 務 分 掌 

子ども政策課 学童クラブに関すること。 

放課後子ども教室に関すること。 

子どもの居場所づくりに関すること。 

子どもひろばに関すること。 

子育て支援センターに関すること。 

子どもの集う場所の整備に関すること。 

子ども・子育て支援施策に関すること。 

子育て基金に関すること。 

児童福祉専門部会に関すること。 

次世代育成支援行動計画に関すること。 

子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

黄金ふれあいセンターに関すること。 

市町村こども計画に関すること。 

えにわっこ応援セン

ター 

子育て事業に関すること。 

児童福祉に関すること。 

家庭児童相談に関すること。 

ひとり親家庭に関すること。 

障がい児福祉計画に関すること。 

障がい児通所支援・福祉サービスに関すること。 

児童虐待防止に関すること。 

子ども・若者支援に関すること。 

児童手当に関すること。 

児童扶養手当に関すること。 

特別児童扶養手当に関すること。 

母子保健に関すること。 

妊婦のための支援給付に関すること。 
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幼児保育課 子どものための教育・保育給付に関すること。 

子育てのための施設等利用給付に関すること。 

幼稚園、認定こども園及び保育所に関すること。 

認可外保育施設に関すること。 

地域型保育事業に関すること。 

特別保育事業に関すること。 

保育の利用調整及び入退所に関すること。 

保育料に関すること。 

保育の提供体制に関すること。 

子ども・子育て支援交付金に関すること。 

すみれ保育園 すみれ保育園の管理運営に関すること。 

児童の保育に関すること。 

子ども発達支援セン

ター 

子ども発達支援センターの管理運営に関すること。 

児童発達支援に関すること。 

保育所等訪問支援に関すること。 

居宅訪問型児童発達支援に関すること。 

障がい児相談支援に関すること。 

地域支援の推進に関すること。 
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現況と今後の展開 
 

課名 子ども政策課 

 

 
 

 

現 
 

 
 

 

況 

〇「えにわっこ☆すこやかプラン」の推進 

 子どもを取り巻く環境は、家族構成や雇用環境の変化、少子高齢化によって大き

く変化しており、子どもを生み育てやすい環境づくりを社会全体で支援していくこ

とが必要となっています。 

こうした背景のもと、「第３期えにわっこ☆すこやかプラン（R７～R11）」を策

定し、こども・若者が身体的・精神的・社会的に幸せな生活を送ることができる社

会の実現を目指し、こども施策を総合的・計画的に進めています。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

〇放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 保護者が就労などの理由により昼間不在である小学生を対象に、授業終了後に学

校の空き教室等の施設を利用して適切な遊び場及び生活の場を提供しています。共

働き世帯の増加に伴う利用ニーズに対応するため、定員の拡大や民間学童クラブ運

営の支援、待機児童が発生した場合のランドセル来館事業の実施により放課後の子

どもの居場所を整備します。 

 

〇長期休み学童預かり事業 

 長期休業期間のみ児童の預かりを行う事業として、令和６年度より、市内３学校

法人にて試行的に実施しています。令和 7 年度も試行実施を継続し、適切な実施方

法・体制を確立していきます。 

 

○子育て支援センター事業・子どもひろば事業 

 子どもやその保護者が交流しながら地域で過ごす居場所である「子どもひろば」

を５か所、「子育て支援センター」を６か所について、民間委託にて実施していま

す。今後の各複合施設への移転も見据え、委託事業者との連携を密に行い、内容の

充実を図っていきます。 

 

〇ファミリー・サポート・センター事業 

 子育ての援助を「受けたい方」と援助を「行いたい方」との相互援助によって、

子どもの預かりや保育園の送迎などを行う事業で、民間委託にて実施しています。

利用希望者の増加や子育てニーズの多様化、担い手不足等といった課題の解消に向

け、委託事業者と連携を図り、地域で子育てを支える仕組みを充実させていきます。 
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現況と今後の展開 
 

課名 えにわっこ応援センター 

 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

児童福祉法（令和４年６月改正）による「こども家庭センター」として、母子

保健と児童福祉の機能を一元化した「えにわっこ応援センター」を令和５年４月

に設置しました。全ての妊産婦、乳幼児の健康の保持・増進や児童虐待への予防

的な対応から子育てに困難を抱える家庭への切れ目のない支援を関係機関と連

携・協働し、包括的に提供します。 

 

【主な担当業務】 

〇妊婦等包括相談支援 

〇産後ケア事業 

〇乳幼児健康診査及び育児相談や教室事業 

〇児童虐待相談及び対応 

〇こどもや家庭に関する相談・支援 

〇ひとり親家庭に関する相談・支援 

〇子どもの生活・学習支援 

〇障がい児通所支援給付や医療的ケア児への相談・支援 

〇児童手当や妊婦のための給付などの給付       など 

【職員配置】 

 〇センター長（統括支援員兼務） 

  保健師、家庭児童相談員、母子父子自立支援員、管理栄養士 

  母子保健相談員、事務職  等 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

児童相談所や保健所をはじめ、警察、医療機関、認定こども園・小中学校など

の関係機関や庁内関係部署等との情報共有や連携を図り、全ての妊産婦、子育て

家庭、こどもたちへ包括的に相談支援を行って参ります。   
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現況と今後の展開 
 

課名 幼児保育課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

〇第３期えにわっこ☆すこやかプランに基づく事業の推進 

 

 本市における教育・保育施設の利用者数は、令和６年は２，１９６人となって

おり、令和２年の２，２９６人と比べ、１００人減少しています。 

今後、就学前のこどもの数についても、令和 6 年度２，７４１人から令和 11

年度には２，６３６人へと減少が見込まれます。 

一方で、女性の就業率の上昇や就労形態の多様化等により、０～２歳児（３号

認定）の保育ニーズは高まり、３号認定の保育提供率も上昇傾向にあります。 

また、保育の必要性のある家庭への対応のみならず、多様なニーズにも対応で

きる取り組みが求められています。 

  

市内の教育・保育施設は、令和２年度以降、幼稚園から認定こども園への移行

や小規模保育事業所の開設などが進み、令和７年４月１日現在、市内の教育・保

育施設は保育所２施設、認定こども園１４施設（幼保連携型６施設、保育所型３

施設、幼稚園型５施設）、地域型保育事業所４施設（小規模保育３施設、事業所内

保育１施設）の計２０園となっています。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

 

●３号定員の拡大 

少子化と 3 号認定の保育ニーズの高まりという２つの側面に対応するため、人

口動態や保育提供率等を踏まえ、引き続き、教育・保育施設の整備に努めます。 

 

●保育士等の人材確保 

各施設・事業者と連携し、保育士就労支援事業、保育士等宿舎借り上げ支援事

業、保育体制強化事業や合同職場説明会等により保育士等の人材確保を進めます。 

 

●多様な保育ニーズへの対応 

 病児・病後児保育事業や、乳児等通園支援制度（こども誰でも通園制度）の整

備を進めます。 

 

40



  

現況と今後の展開 
 

課名 すみれ保育園 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

恵庭市の教育、保育施設において、幼稚園から認定こども園への移行や小規模保育事

業所の開設が増え、公立保育所の民営化をすすめてきました。現在は恵庭市が直接運営

を行っている公立保育所は、すみれ保育園の 1 園となっています。 

〇「第 3 期えにわっこ☆すこやかプラン」の取り組み 

 子どもを産み育てやすい環境づくりにおける地域の子育て支援として、恵庭市内に居

住している方を対象に一時的にお子さんをお預かりする一時的保育事業を実施。また一

定時間、親子で保育園を利用していただき、子ども同士の触れ合いや育児のアドバイス

を行っている地域交流保育を実施しています。 

〇障がい児、医療的ケア児の受け入れ 

 すみれ保育園では開設以来、障がい児と健常児がともに育つ統合保育を実施してきま

した。特に重い障がいのある児童の受け入れを行い、健常児と就学前の集団経験ができ

る機会を提供しています。現在はダウン症や発達遅滞等の児童 1 名に対して保育士 1

名で対応している児童が 3 名在籍しています。また、気管軟化症等の疾患がありお昼

寝時に呼吸管理が必要な医療的ケア児１名の受け入れを行っています。そのため、定員

90 名のところ現在は 75 名の在園児となっています。子ども発達支援センターと連携

しケース会議や関係機関職員研修等を行い、障がい児保育の質の向上に努めています。 

〇実習生の受け入れ 

 次世代の保育、看護等を担う市内、北海道文教大学のこども発達学科、看護学科をは

じめ、年間 40 名程の学生を積極的に受け入れています。 

〇民間保育施設からの相談対応 

 乳児保育やアレルギーの対応等の問い合わせに公立保育園での状況を踏まえ、相談、

アドバイスを幼児保育課と連携して行っています。特に給食に関する内容については保

育園に常勤の栄養士がいるため、献立や調理方法も含めたアドバイスを行っています。 

今 

後 

の 

展 

開 

〇障がい児、医療的ケア児の受け入れ 

今後も民間保育施設で受けることが難しい重い障がいのある児童の受け入れは、公立 

保育園の役割と考えています。保育士の確保も含めた受け入れ体制の整備を行います。 

〇要保護児童の受け皿としての役割 

 児童虐待や子どもの貧困等、緊急性が高く、早期対応が求められるケースにおいては、

民間保育施設では受け入れ難い場合が多く、えにわっこ応援センターや幼児保育課、児

童相談所と連携をとり、緊急入所等の対応ができる体制を維持していきます。 

〇子ども施策への対応 

 令和８年度より「こども誰でも通園制度」が本格実施することを受け、子どもの育ち

の応援、子育て支援の強化のため、幼児保育課と連携し、事業実施に向けて取り組んで

いきます。 
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現況と今後の展開 
 

課名 子ども発達支援センター 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

況 

発達に心配のある子どもや障がいを持つ子どもが、身近な地域で相談や発達支

援を受けられるように市町村中核子ども発達支援センター（令和 7 年２月１３

日更新）として以下の 3 事業を実施しています。 

 

○地域支援事業 ※早期発見・早期支援 

＜早期発見＞ 

〇１歳６か月、３歳児健診発達相談、５歳児相談 

 〇乳幼児発達支援教室、短期幼児ことばの教室（就学前の言語指導） 

＜相談＞ 

〇小児神経医による子ども発達相談 

 〇ペアレントメンター相談、基本相談（よろず相談） 

＜連携＞ 

 〇発達支援推進協議会、事例検討会、発達講演会 

 〇巡回発達相談 

 

○相談支援事業 ※計画の作成 

〇障がい福祉サービスを利用するための利用計画の作成 

〇モニタリングの実施 

 

○通所支援事業 ※知識の付与・集団適応・日常生活のスキルアップの向上 

 〇児童発達支援、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援 

 〇北海道文教大学との連携事業（理学療法・作業療法） 

今 

後 

の 

展 

開 

児童に関しての障害福祉サービス（児童発達支援・放課後等ディサービス・相

談支援）を提供する民間事業者が増えてきていることから、市町村中核子ども発

達支援センターとしての役割の強化と地域支援事業（巡回発達相談の拡充）・通所

支援事業（保育所等訪問事業の拡充）のより一層の充実を図っていきます。 
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令和７年６月 
 
 
 

厚生消防常任委員会  
提 出 資 料 

 

 

 

 

 

 

＜消 防 本 部＞ 

・ 総 務 課 

・ 警 防 課 

・予 防 課 

・組織改革推進課 

＜消 防 署＞  

・消 防 救 助 課 

・防 火 推 進 課 

・救 急 課 

・島 松 出 張 所 

・南 出 張 所 
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【 消 防 署 】 

総務担当 
管理担当 

消防１担当 
救助１担当 

違反是正担当 
危険物担当 
設備担当 

消防１担当 
救急１担当 
消防２担当 
救急２担当 

消防２担当 
救助２担当 

救急１担当 
指令１担当 
救急２担当 
指令２担当 

【 消 防 本 部 】  

防火推進１担当 

消防１担当 
救急１担当 
消防２担当 
救急２担当 

防火推進２担当 

消防本部・署 組織図   《令和７年 4 月 1 日現在》 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職  部長職 次長職 課長職 主査職 スタッフ 計 合計 
消 防 吏 員 数 １  ２  ９  ２６ ６５ １０３  

１０８ 
（再任用含む） 

消 防 職 員 数   １      １ 
再任用職員数   １  1  ２    ４ 

消 防 長  
海老 康浩 

次 長 兼 組 織 改 革 推 進 室 長  
石崎 光重 

署  長  
児玉 淳哉 

防火推進１課長 
小柴  修 

救急課長 
髙野 純一 

警防課長 
秋葉  賢 

総務課長 
佐々木 文人 

警防担当 
企画担当 

防火推進２課長 
渋田  大 

消防救助２課長 
大西 伸二郎 

消防救助１課長 
高田 英俊 

予防課長 
朝倉 圭二 

島松出張所長 
吉本 和外 

組織改革推進課長 
北国  浩 

南出張所長 
佐藤 亮彦 
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【 団 本 部 】 【 分 団 】  【 拠 点 施 設 】  

消防団 組織図   《令和７年 4 月 1 日現在》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 団 本 部  第１分団 第２分団 第３分団 第４分団 第５分団 合 計  
定  数  １８ ２０ ２５ ２５ １６ １６ １２０ 
団 員 数  １１ １３ １７ ２０ １１ １２ ８４  
 
 
 

 

 

消防団長 
寺下 裕己 

第１分団長 
鈴木 鋭二 

副団長 木幡 隆 

副団長 中岡 隆之 

第１分団詰所（南出張所内） 

和光町４－２－１ 

第２分団詰所（島松出張所内） 

南島松３９６－３ 

第３分団詰所 

中央３８１ 

第４分団詰所 

漁太２８２ 

第５分団詰所 

北島２１５ 

第２分団長 
常光  保 

第３分団長 
山田 康夫 

第４分団長 
島  勝之 

第５分団長 
加藤  強 
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事 務 分 掌 及 び 組 織  
 
＜ 消 防 本 部 ＞  

組  織  事   務   分   掌  

総  務  課  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

儀式及び表彰に関すること。  
公印の管守に関すること。  
職員の人事、服務、規律及び給与に関すること。  
職員研修に関すること。  
文書の収受及び発送並びに保存に関すること。  
令達に関すること。  
組織及び制度に関すること。  
職 員 及 び 団 員 等 の 公 務 災 害 補 償 並 び に 労 働 安 全 衛 生 に 関 す る こ

と。  
消防総合統計に関すること。  
消防団の事務に関すること。  
会議及び各課の連絡調整に関すること。  
職員の福利厚生に関すること。  
予算の総括に関すること。  
庁舎機能の維持管理及び取締に関すること。  
消防職員委員会に関すること。  
他課の所管に属さないこと。  
 

警  防  課  
 

消防施設の整備計画及び実施に関すること。    

消防計画に関すること。 

警防事務に係る調査、研究及び総合調整に関すること。 

広域消防相互応援等の協定に関すること。 

消防無線施設の維持管理に関すること。 

消防無線の共同化に関すること。 

救急業務の企画及び指導に関すること。 

救急関係機関との連絡調整に関すること。 

救急業務の高度化推進に関すること。 

消防車両の維持管理に関すること。 

 

予  防  課  火 災 予 防 行 政 の 推 進 に 関 す る こ と 。  

建 築 許 可 等 の 同 意 に 関 す る こ と 。  

消 防 用 設 備 等 の 指 導 及 び 検 査 に 関 す る こ と 。  

消 防 対 象 物 の 立 入 検 査 及 び 指 導 に 関 す る こ と 。  
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違 反 処 理 に 関 す る こ と 。  

防 火 管 理 者 の 資 格 付 与 等 に 関 す る こ と 。  

防 火 指 導 及 び 相 談 に 関 す る こ と 。  

防 火 関 係 団 体 の 指 導 育 成 に 関 す る こ と 。  

そ の 他 予 防 関 係 の 届 出 及 び 処 理 に 関 す る こ と 。  

火 災 の 原 因 及 び 損 害 調 査 に 関 す る こ と 。  

危 険 物 の 規 制 に 関 す る こ と 。  

危 険 物 関 係 団 体 の 指 導 に 関 す る こ と 。  

危 険 物 に 係 る 流 出 等 の 事 故 の 原 因 調 査 に 関 す る こ と 。  

 

組 織 改 革  
推 進 課  

組 織 風 土 改 革 に 関 す る こ と 。  

組 織 機 構 に 関 す る こ と 。  

各 課 の  

共 通 事 項  
議会提出議案の作成に関すること。  
条例、規則等の改廃立案に関すること。  
陳情請願に係る資料の作成に関すること。  
予算要求に関すること。  
収入命令、支出命令等に関すること。  
補助金、交付金等の申請に関すること。  
市債計画事業に係る資料の作成に関すること。  
文書の進達、申請、届出、通知及び報告に関すること。  
証明及び確認に関すること。 

＜ 消 防 署 ＞  

組  織  事   務   分   掌  

消防救助１課 
消防救助２課 

 

署 内 の 庶 務 に 関 す る こ と 。  

予 算 要 求 に 関 す る こ と 。  

公 印 の 管 守 に 関 す る こ と 。  

消 防 財 産 (署 の 所 管 に 属 す る も の に 限 る 。 )の 管 理 に 関 す る こ

と 。  

消 防 活 動 に 係 る 研 修 、 対 策 等 に 関 す る こ と 。  

消 防 水 利 の 整 備 及 び 指 導 に 関 す る こ と 。  

地 理 及 び 水 利 の 調 査 保 全 に 関 す る こ と 。  

防 ぎ ょ 計 画 に 関 す る こ と 。  

消 防 活 動 訓 練 に 関 す る こ と 。  

救 助 業 務 及 び 特 殊 技 術 の 研 究 並 び に 訓 練 に 関 す る こ と 。  

出 張 所 の 所 管 に 属 さ な い こ と 。  
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防火推進１課 
防火推進２課 
 
 

消 防 対 象 物 の 立 入 検 査 及 び 指 導 に 関 す る こ と 。  

防 火 指 導 及 び 相 談 に 関 す る こ と 。  

そ の 他 予 防 関 係 の 届 出 及 び 処 理 に 関 す る こ と 。  

 

救 急 課 予 算 要 求 に 関 す る こ と 。  

救 急 業 務 に 関 す る こ と 。  

応 急 手 当 普 及 啓 発 活 動 の 推 進 に 関 す る こ と 。  

災 害 出 動 指 令 に 関 す る こ と 。  

消 防 通 信 施 設 の 維 持 管 理 に 関 す る こ と 。  

気 象 及 び 災 害 情 報 に 関 す る こ と 。  

広 域 消 防 相 互 応 援 等 の 実 施 に 関 す る こ と 。  

島 松 出 張 所 

南 出 張 所 

出 張 所 の 庶 務 に 関 す る こ と 。  

地 理 及 び 水 利 の 調 査 保 全 に 関 す る こ と 。  

防 ぎ ょ 計 画 及 び 消 防 訓 練 に 関 す る こ と 。  

救 急 業 務 に 関 す る こ と 。  

応 急 手 当 普 及 啓 発 活 動 の 推 進 に 関 す る こ と 。  

消 防 対 象 物 の 立 入 検 査 及 び 指 導 に 関 す る こ と 。  

防 火 指 導 及 び 相 談 に 関 す る こ と 。  

防 火 関 係 団 体 の 指 導 育 成 に 関 す る こ と 。  

そ の 他 予 防 関 係 の 届 出 及 び 処 理 に 関 す る こ と 。  

 

各 課 の  

共 通 事 項  

収 入 命 令 、 支 出 命 令 等 に 関 す る こ と 。  

補 助 金 、 交 付 金 等 の 申 請 に 関 す る こ と 。  

市 債 計 画 事 業 に 係 る 資 料 の 作 成 に 関 す る こ と 。  

火 災 そ の 他 災 害 の 警 戒 防 ぎ ょ に 関 す る こ と 。  

消 防 車 両 及 び 資 機 材 の 維 持 管 理 に 関 す る こ と 。  

施 設 等 の 維 持 管 理 に 関 す る こ と 。  

訓 令 、 要 綱 等 の 改 廃 立 案 に 関 す る こ と 。  

証 明 及 び 確 認 に 関 す る こ と 。  
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現況と今後の展開 
 

課名 総務課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

○消防庁舎改修整備事業 

消防本部庁舎は、防災拠点としてその機能充実が必要となっているが、築４０

年以上経過し、未改修部分の老朽化が激しく、施設としての機能を十分に活用で

きていない。 

 

 

○消防団活動の充実 

 ・消防団資器材の整備について 

  近年、自然災害が頻発しているとともにその激甚化が進むなか、地域防災力

の向上が求められており、団が保有するべき資器材の新たな整備を計画的に進

める必要がある。 

 ・消防団のあり方検討について 

  地域防災力の担い手である消防団については、団員数の減少をはじめ、施設

等の老朽化など、そのあり方について検討を進める必要がある。 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

○消防庁舎改修整備事業 

 消防本部庁舎については、今年度に改修のための基本設計を行う予定としてい

る。また、実施設計を令和９年度、改修工事を令和１０年度に行い、防災拠点と

しての必要な機能の充実を図ることとしている。 

 また、南出張所及び島松出張所についても、本部庁舎改修終了後に順次整備す

る予定としている。 

 

 

○消防団の充実 

 ・消防団資器材の整備については、令和７年度に５０ｍｍホース１０本及び  

６５ｍｍホース１５本の整備を予定している。 

 ・消防団のあり方については、今の社会情勢に見合った消防団組織としての役

割を明確化し、市民から期待される迅速で効率的な災害対応を行う組織として

機能するよう検討を進めていく。 
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現況と今後の展開 
 

課名 警防課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

○札幌圏消防通信指令業務共同運用及び消防救急デジタル無線更新整備について 

 ・総務省消防庁が推進する「市町村の消防の連携・協力」の方策である消防指

令業務の共同運用について、石狩振興局管内の６消防本部（恵庭市、札幌市、

江別市、千歳市、北広島市、石狩北部地区消防事務組合）により令和 7 年９

月中旬の運用開始を予定している。 

・「札幌圏消防指令センター」を札幌市に設置し、圏域内の消防指令業務を一元

化する。 

・平成 25 年度から同枠組みで運用を開始している消防救急デジタル無線設備

の全面更新を指令共同運用と同時に実施、指令システムと連動し運用を継続

するため、無線設備の各機器を順次更新整備している。 

 

○消防車両等の更新整備に伴う消防力の維持、向上について 

 ・消防車両等の更新整備は、恵庭市総合計画に位置付け消防情勢及び経年劣化

による故障等を考慮し更新整備している。 

 

〇大規模災害時への対応及び連携の強化について 

 ・大規模な災害発生に備え、北海道消防相互応援協定や緊急消防援助隊など消

防広域応援に伴う応援・受援の訓練、研修を実施している。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

○札幌圏消防通信指令業務共同運用及び消防救急デジタル無線更新整備について 

 ・令和７年９月中旬の運用開始直前に行う回線切り替えや機器更新では、更新

等により通報受理及び出動体制等の災害対応に影響がないよう、想定するリ

スクを排除し安定した運用のため万全な準備を行う。 

・運用開始後におけるトラブルは、直接市民に対し影響があることから、迅速

確実に対応を行い、安定した運用を維持する。 

 

○消防車両等の更新整備に伴う消防力の維持、向上について 

・圏域内における現況、全国的な災害様態の変化、車両運用状況等を熟慮し、

更新車両の多機能化や機能統合の実現のため、最新の情報を多角的に取り入

れ消防力の維持、向上を図る。 

 

〇大規模災害時への対応及び連携の強化について 

・大規模災害発生時または災害輻輳時には、広域的で迅速な連携が重要である

ため、様々な災害を想定した合同訓練の実施や研修を行い、警防体制等の消

防業務全般に亘り、関係機関との協力体制の充実を図る。 

・圏域内における「市町村の消防の連携・協力」を推進する。 
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現況と今後の展開 
 

課名  予防課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

○ 火災予防体制の強化について 

火災調査体制の見直しや、消防本部予防課と消防署防火推進課の執務場所を

同室とし業務連携するなど、火災予防体制強化に取り組んでいる。 

○ 防火対象物等の違反是正について 

市内の防火対象物と危険物施設を、年度当初に策定する査察計画に基づき、

立入検査を行っている。 

重大な違反のある防火対象物に対しては、違反処理規程に基づき厳正公平に

処理を行っている。 

○ 住宅防火対策について 

火気使用設備の安全な使用や住宅用火災警報器の設置と維持管理について、 

出前講座や町内会回覧、市ホームページでの周知など、各種広報媒体を活用

した広報活動を行っている。 

○ 防火組織との連携について 

「恵庭市幼少年婦人防火協議会」及び「恵庭市危険物安全協会」との連携 

を図り、市民の防火防災意識の高揚と市内危険物施設の保安対策を推進し 

ており、令和７年４月現在、恵庭市幼少年婦人防火協議会は２４団体、恵 

庭市危険物安全協会は１０５事業所が加入している。 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

○ 火災予防体制の強化について 

令和７年４月より、消防本部予防課から消防署へ火災調査の一部を移管し、

火災調査体制の充実に取り組んでいるが、火災調査員の育成とさらなる業務

連携を推進し、火災予防体制の強化に努める。 

○ 防火対象物等の違反是正について 

消防関係法令違反の事実又は火災危険等があることを確認した場合は、改修

（計画）報告書の提出を求め、是正指導を徹底する。違反処理への移行が必

要と判断した場合は、時機を失することなく厳正公平に処理するよう努める。 

○ 住宅防火対策について 

火を使う器具の取り扱いや住宅用火災警報器の設置と維持管理の推進などに

関する、広報活動を展開し、住宅防火対策の徹底と住宅用火災警報器の設置

率の向上及び維持管理の普及を図り、焼死事故の防止に努める。 

○ 防火組織との連携について 

幼少年婦人防火協議会については、幼年期と少年期における防火意識の醸成

が、将来の地域の防火対策につながるものであることから、更に、防火教育

の充実に努める。 

危険物安全協会については、更なる連携強化と危険物施設における事故の原

因が人為的なものと施設の老朽化によるものが多いことから、会員事業所へ

の保安に関する指導を行い、保安対策の推進に努める。  
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現況と今後の展開 
 

課名 組織改革推進課 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

 

○恵庭市消防組織風土改革プログラムの推進について 

令和３年１２月に、恵庭市消防の組織風土を改革するため、各種ハラスメン

ト・不祥事や事故の防止等を図ることを目的とした「組織風土改革プログラム」

を策定、組織風土改革プログラムに基づく各種施策について、ＰＤＣＡサイク

ルによる評価・検証を行い第三者委員会へ報告、助言をいただき推進している。 

 

○恵庭市消防出初式について 

大正 1２年４月に消防組が誕生して以来、本年で創設から 10２年を迎え、

恵庭消防の輝かしい歴史と伝統を築き上げた先人・諸先輩方にあらためて敬意

を表し、消防職・団員一同が一丸となって、市民が安心して暮らせる「災害の

ない安全なまち」、「災害に強いまち」を目指す決意を表わす場として、全消防

職・団員が一同に集結し開催している。 

【令和７年参加団体等】 

①消防職・団員 ②学生消防サポーター ③表彰団体 ④来賓者 

⑤一般来場者  

総勢１３５名が参加 

 

今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

 

○恵庭市消防組織風土改革プログラムの推進について 

 ・本年度はプログラム最終年にあたることから、プログラムを推進するととも

に、今後のプログラムについて検討する。 

○恵庭市消防出初式について 

 ・来年 1 月８日に開催を予定。実施に向けて各課や関係機関と連携を図りなが

ら準備を進める。 
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現況と今後の展開 
 

課名 消防救助課・防火推進課・救急課・島松出張所・南出張所 

 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 
況 

○消防出動について 

・近年の火災、救助等の災害事象は減少傾向にあるものの、災害は複雑多様化

し、CPA、交通事故及び救急搬送支援等の救急連携出動が増加しており、全

出動の７５.５％を占めている。 

・火災出動件数は過去１０ヵ年平均１８件であり、一般的火災に対しては現状

の消防力で対応可能と判断している。 

・大規模な災害発生時は「北海道広域消防相互応援協定」及び「緊急消防援助

隊」の要請により消防力の増強は十分期待できる。 

 

○消防水利施設について 

 ・消防水利は消火栓８７１基、防火水槽４１基、貯水池１箇所である。 

 

○火災予防体制の強化について 

 ・火災調査体制の見直しや、消防本部予防課と防火推進課の執務場所を同室と

し業務連携するなど、火災予防体制強化に取り組んでいる。 

 

○防火対象物等の違反是正について 

・市内の防火対象物と危険物施設を、年度当初に策定する査察計画に基づき、

立入検査を行っている。 

 重大な違反のある防火対象物に関しては、違反処理規程に基づき厳正公平に

処理を行っている。 

 

○住宅防火対策について 

 ・火気使用設備の安全な使用や住宅用火災警報器の設置と維持管理について、

出前講座や町内会回覧、市ホームページでの周知など、各種広報媒体を活用

した広報活動を行っている。 

 

 

54



  

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

況 

○救急出動について 

・救急出動件数は年々増加傾向にあり、要因として主に高齢化の進展などから、

急病、一般負傷の出動が多い。 

令和 5 年の出動件数は 3,249 件（１日平均 8.9 件）前年比＋5.7％（176

件増）、令和 6 年は 3,140 件（１日平均 8.6 件）、前年比－３.4％（109 件

減）となっている。※常用救急車３台・非常用救急車１台 

・令和 6 年の 65 歳以上の搬送人員は、全搬送人員の 66.2％を占めており、

高齢化傾向に比例し救急搬送件数も増加が予想される。 

・傷病程度別は、死亡及び入院を要する重症、中等症の搬送者の割合は 60.3％、

入院を要しない軽症が 39.7％となっている。 

 

○救命講習会について 

・「だれもが応急手当ができるまち」を目指し、救命講習を実施している。 

・市民ニーズに合わせた救命講習会を実施し受講者数の増加による救命率の向

上に継続的に取り組んでいる。 

・市職員に対する応急手当普及のため同様に実施している。 

・市教育委員会と連携を図り市内の小学校は令和４年度、中学校は令和５年度

から小中を一貫とした救命授業を導入し実施している。 

 

〇AED 設置施設公表制度について 

・「恵庭市 AED 設置施設公表制度」により、市内の AED 設置施設をホームペ

ージに掲載している。（令和７年５月 1 日現在：２３７箇所） 

 

○外国人の対応について 

・外国人居住者、労働者が増加傾向にあり、外国人傷病者の発生及び外国人か

らの１１９番通報時の対応として、市の多言語対応職員による災害現場での

対応や三者通話による通訳、救急車に配置しているスマートホンの翻訳アプ

リにより対応している。 
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今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

○消防出動について 

・複雑多様化する災害に対応するために、学校研修を含め教育訓練により活動

技術の向上と職員の若年化による経験不足を補う。また、限られた人員、資

器材、施設での活動において、より効果的な火災防御力を発揮するために、

組織的な火災防御体制の構築が重要であることから、市街地及びその他の地

域における火災防御戦術の共通認識、消防車両への積載資器材の統一等、出

動体制の充実・強化を図る。 

 

○消防水利施設について 

・整備後概ね５０年を経過する消火栓を順次更新している。 

 平成２３年度～平成３０年度  ７０基 

 令和元年度～令和６年度   １２３基 

・防火水槽のうち非耐震性防火水槽４基の更新を計画している。 

 

○火災予防体制の強化について 

 ・令和 7 年 4 月より、消防本部予防課から消防署へ火災調査の一部を移管し、

火災調査体制の充実に取り組んでいるが、火災調査員の育成とさらなる業務

連携を推進し、火災予防体制の強化に努める。 

 

○防火対象物等の違反是正について 

・消防関係法令違反の事実又は火災危険等があることを確認した場合は、改修

（計画）報告書の提出を求め、是正指導を徹底する。違反処理への移行が必

要と判断した場合は、時機を失することなく厳正公平に処理するよう努める。 

 

○住宅防火対策について 

 ・火を使う器具の取り扱いや住宅用火災警報器の設置と維持管理の推進などに

関する広報活動を展開し、住宅防火対策の徹底と住宅用火災警報器の設置率

の向上及び維持管理の普及を図り、焼死事故の防止に努める。 

 

○救急出動について 

 ・年々増加傾向にある出動に対して、広報誌及びＳＮＳでの記事掲載、適正利

用を啓発するステッカーの配布等により、救急車の適正利用を引き続き推進

する。 

・本年１０月から市民が急な病気やケガの時に、病院に行ったほうがいいか、

救急車を利用したほうがいいかなど看護師が相談に応じる「＃７１１９・救

急安心センターさっぽろ」の利用が可能となる。 

 

○救命講習会について 

・バイスタンダーの養成により救命率向上を図るため「応急手当推進計画」を

基に継続して救命講習会の開催による応急手当普及推進を図る。 

また、応急手当に必要性、認知向上への広報活動を併せて実施する。 
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今 
 

後 
 

の 
 

展 
 

開 

〇AED 設置施設公表制度について 

・AED 公表制度の普及と適正な維持管理の啓発を推進すると共に AED マップ

等の市民周知の充実を図る。 

 

○外国人の対応について 

 ・災害現場での対応として市の多言語対応職員との合同訓練等の継続により外

国人の対応について充実・強化を図る。また、本年９月中旬から「札幌圏消

防通信指令業務共同運用」が開始されることに伴い、恵庭市からの１１９番

通報は、札幌市消防局内に設置される札幌圏消防指令センターで受報するこ

とから、当市の外国人からの通報による多言語対応の必要はなくなる。 
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